


　現在の日本経済の悪化は、本市においても例外ではなく、税収面や
社会保障経費の増大など、大変苦しい状況になることは十分に予想
されます。この中での予算編成であり、大変ご苦労頂いたことと思い
ます。中核市への移行の経費も必要な中で歳入・歳出両面からどの
ような工夫や努力を頂いたかお伺いします。

２月に開かれた定例会の各派代表質問では、大志会代表として泉 恒彦 議員が代表質問を行いました。

一般質問では、5名の大志会所属議員が質問を行いました。

《各派代表質問》

大志会所属議員《一般質問》

　平成21年度予算は、歳入の根幹である市税、とりわけ法人市民税が
過去最大級の落ち込みとなり、県税交付金も本年度を大きく下回っ
たため、財政調整基金などの取り崩しや、増額となる地方交付税、臨
時財政対策債を十分に活用しました。
　歳出では、扶助費の大幅な増加や、中核市移行の経費措置など厳
しい状況でしたが、行政改革プランに基づく事業の見直しや、国の第
二次補正予算やまちづくり交付金の追加配分を活用した事業の平成
20年度への前倒しなど、ありとあらゆる手法を用いて本年度当初予
算対比マイナス1.2％規模で編成を行いました。（市長答弁）

　平成21年度予算では中核市移行に伴う経費として約16億円を計
上され、その財源となる地方交付税は約20億円の増加を見込んでお
られるとのことですが、中核市移行後の、長期的な財源への影響はど
のように考えておられるのかお伺いします。

　中核市初年度の平成21年度は、歳入が必要となる経費を上回るこ
ととなりますが、民間の特別養護老人ホームや知的障害者授産施設
などへの整備補助や、保健所施設の整備費、動物愛護センターや保健
所検査施設の更新など、投資的な経費への負担が予定され、年によっ
ては歳出が上回る場合も考えられます。
　中長期的には中核市移行に伴う財政的な収支は均衡がはかられる
ものですが、今後は、経常経費のみならず、投資的な経費の計画的な
執行に務め、財源となる交付税の算定額を見極めながら、健全な中核
市の財政運営を図っていきたいと考えております。（市長答弁）

　今年10月から就学前児童の医療費を完全無料化し、平成22年度から小学3年生ま
で拡大する「子ども医療費助成制度」の創設準備の経費が措置されている他、待機児
童解消に向けた保育施設の整備、国際理解教育推進のための小学校への外国語指導
助手の配置など、教育環境充実のための経費が措置されています。

　私は2期目の決意として、「決断と実行」で大津をもっと元気にする
ことを掲げました。これを踏まえ、市民の安心と安全に力を注ぎ、小
中学校の耐震改修に十分な予算措置を行った他、子育て支援や少子
化施策では、就学前児童の医療費の無料化、児童クラブ6か所の増設
を措置しました。また、大津駅西第一や堅田駅西口土地区画整理事
業の年次計画的な推進をはじめ、中心市街地商業活性化推進事業な
ど、まちの賑わいの復活に努めました。
　このように、市民ニーズと全体のバランスを考慮し、新規事業や充
実事業を随所に取り入れながらマニフェストの達成に大きく前進が
図られたと認識しております。（市長答弁）

　国の第二次補正予算に計上され、本市の新年度予算に措置されて
いない雇用対策、妊婦健診の充実について、市の具体的な事業の取
り組み方針、今後の対応についてお伺いします。

　雇用対策については、「ふるさと雇用再生特別交付金」と「緊急雇用
創出事業臨時特例交付金」の本市への配分枠が提示されたため、こ
れを活用し観光動向調査事業や路上喫煙防止事業の充実など、地域
の雇用創出に向けた取り組みを行う計画であり、妊婦健診の充実に
ついては、安心して妊娠・出産ができる体制を確保するために、14回
の受診をして頂くことが必要と考え、妊婦健康診査受診票を28枚配
布することを検討しています。いずれも市民生活にとって重要、かつ
喫緊の課題であり、早急に市議会とご相談しながら、対応していきた
いと考えております。（市長答弁）

平成21年度予算案が2月市議会定例会で
可決されました。

歳出合計
942億9,400万円

歳入合計
942億9,400万円

市税
489億7,030万円
（51.9％）

地方譲与税
9億6,600万円（1.0％）地方消費税交付金

23億円（2.4％）

地方特例交付金
6億6,600万円（0.7％）

地方交付税
79億9,900万円
（8.5％）

分担金及び
負担金
16億8,291万5千円
（1.8％）

使用料及び
手数料
30億7,564万
8千円
（3.3％）

国庫・県支出金
144億8,309万3千円
（15.4％）

その他
41億3,684万4千円（4.4％）

議会費
6億1,404万3千円（0.6％）

総務費
101億3,330万5千円
（10.7％）

民生費
304億8,623万
1千円
（32.3％）

衛生費
103億3,629万7千円
（11.0％）

労働費
1億8,687万8千円（0.2％）

農林水産業費
6億9,728万2千円（0.7％）

商工費
8億9,865万8千円
（1.0％）

土木費
130億635万7千円
（13.8％）

消防費
30億28万円
（3.2％）

教育費
92億9,250万円
（9.9％）

災害復旧費
7,045万円3千円
（0.1％）

公債費
154億7,171万6千円
（16.4％）

予備費
1億円（0.1％）

市債
100億1,420万円（10.6％）

一般会計歳入予算額の内訳 一般会計歳出予算額の内訳

　小中学校の校舎の耐震改修が債務負担行為とあわせて短期間で完了できるよう措
置されている他、線路をまたぐ市道橋や下水道終末処理場、水再生センターの耐震補
強、柳が崎浄水場の液状化対策、さらには、消防志賀分署の移転や消防団和邇分団詰
所の移転新築、耐震性貯水槽の整備等に要する経費が措置されています。

　木戸市民センター内に老人福祉センターを開設する経費や認知症の高齢者支援体
制の構築、障害者支援施設の整備や生活支援に対して措置されている他、中核市移行
に伴う保健所の開設、感染症予防や母子保健、動物愛護などとともに、消化器系疾患
に対応するため、市民病院に消化器センターを整備する経費が措置されています。

　「結の湖都 大津」まちづくりパワーアップ事業補助制度を継続す
るとともに、ふれあいの家の設置を支援するなど、コミュニティ活動
の推進を図り、市民活動の盛んなまちづくりを行います。

　独自の緊急経済対策として「まちづくり住宅改修助成」と「小口簡易資金融資の利
子補給」の期間限定での実施、大津駅前商店街「寺町通り」の再生支援、JR大津駅西
地区の区画整理の計画的な推進など、中心市街地のにぎわいの回復と活性化をめざ
すとともに、特別区域への企業立地の促進にも所要の経費が措置されています。

次代を担う「まちのにぎわい」を創る

　都市景観形成を推進するために、高度利用に係る規制方針等を検討する経費をは
じめ、屋外広告物の実態調査や簡易除去等の取締り経費が措置され、古都にふさわ
しい景観を大切にしながら、歴史や文化の振興に努めます。

　公民館活動などの生涯学習や生涯スポーツの振興に所要の経費が措置されています。

　まちづくり交付金などを活用した地域幹線道路網の整備の他、膳所駅周辺地区整
備のための調査、堅田駅西口土地区画整理事業、交通バリアフリーの推進など、住み
よいまちづくりの充実に努めます。

　雨水貯留浸透施設の設置助成のほか、合流式下水道の改善のため、貯留管の築
造を年次計画的に行うなど、琵琶湖を守り、水環境にやさしいまちづくりの充実
に努めます。

次代へ引き継ぐ「自然のうるおい」を創る

　新たに住宅用太陽光発電の設置に対する補助や次期ごみ処理基本計画の策定の
他、南部クリーンセンターについては、地元の理解を得ながら、基本設計や環境アセス
メントの着手など、ごみを適切に処理するまちづくりを推進します。

　大津市総合計画第1期実行計画は、平成21年度が最終年度であることから、平成
22年度以降の第2期実行計画について策定する経費が措置されている他、包括外部
監査を導入する経費も所要の予算が措置されています。また、下水道事業の地方公営
企業法の適用化の他、地域振興基金や庁舎整備基金の積立金など将来に備えた予算
が措置されています。

自立する都市経営

　琵琶湖の自然と調和したレクリエーションの場として、柳ヶ崎湖畔公園等の緑化
重点地区の整備やまちづくり交付金を活用した御呂戸川緑地の整備などに所要の
経費が措置されています。

　こども環境人の育成のため、自然体験型学習事業の開催経費等が措置されています。

総合計画の3つの基本方針と、それぞれに位置づける4つの基本政策に基づく平成21年度予算の概要

一般会計 942億9,400万円［△1.2％］
特別会計（13会計） 886億9,655万円［△7.2％］
企業会計（4会計） 462億7,193万円［　3.5％］

2 月市議会定例会 泉 恒彦 議員
大志会代表
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●中核市について●平成21年度予算について
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その他、以下の内容について質問をおこないました。

次代を支える「ひとのつながり」を創る

子どもの笑顔が輝くまちにします

安心、安全に暮らすことのできるまちにします

希望に満ちて、生き生きと暮らすことのできるまちにします

互いを認め、支え合うまちにします

活力と魅力に満ちたまちにします

古都の風格と新しい感性がともに息づくまちにします

個性を発揮し、自分らしく活動できるまちにします

快適で利便性の高いまちにします

自然を守るまちにします

資源を大切にするまちにします

水と緑の癒しのあるまちにします

自然に学び、自然を楽しむまちにします
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4月1日、『中核市 大津』がスタートしました。

風格ある湖都大津の
街づくりのため

私たち大志会に皆様の声を
お寄せください。

　平成21年度は目　市長2期目の2年目、大津市総合計画第1期実行
計画の仕上げという節目の年です。このような状況下、21年度予算に
おいて市長マニフェストの達成度と重点施策についてお伺いします。

副市長のあり方について

Q 教育長の基本姿勢について

教育について

　中核市移行を目前に控え、2人目の副
市長を設置したいと考えている。

A 　「社会規範をはぐくむ教育の充実」、「夢
と志をもち、社会の中でたくましく生き
る子どもの育成」、「家庭教育への支援」の
三点を大切に教育施策の推進に努める。

Q 学校選択制について

A 　人口動態が流動的で地域により違いが
あることや保護者ニーズへの対応を踏ま
え、通学区域の弾力的な運用を図る必要
があるため引き続き継続する。

Q 新姉妹友好都市提携について

国際交流について

A 　オーストラリアのモスマン市及びロシ
アのエカテリンブルク市の2市について、
調査を進めている。今後も市民を主体と
する交流の中で市議会や市民のご意見
を反映しながら慎重に検討していく。

Q 道の駅について

合併建設計画について

A 　滋賀国道事務所と協議を重ねてきたが、
滋賀国道事務所は、道の駅整備の考え方
をまとめる必要があるとして、平成21年度
にその調査をされることとなっている。

Q 事業者の募集について

びわこサイエンスパーク関連について

A 　具体的な事業計画を提案いただける
事業実施候補者を都市再生機構（UR）と
共同で募集中。

Q ホースセラピーについて
市営乗馬場について

A 　土地利用方針に合致する施設だが、事
業実施者を確定する際に協議、調整を図
る。市営乗馬場の移転については、検討し
たい。

Q 隣接する湖西台の開発について

A 　環境アセスメントの手続きを再実施す
るため、昨年7月に事業者より実施計画書
を県に提出され、同年12月に同計画書に
対する知事意見が出された。

Q 街道を活かしたまちづくりについて

A 　旧東海道の歴史的資源を活かしたまち
づくりに係る調査に着手する。特に瀬田
地域について現状把握を行う。
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